
通常事業                   平成２５年度：ＮＰＯ関連予算総括表 
省庁名 厚生労働省 

                                                                

連

番 事業名 

新・

継 

区分 

施策・事業概要 

25 年度予算

額 

(百万円) 

24 年度予

算額 

(百万円) 

補助率 実施主体 
公募スケジュー

ル 
申請方法 照会窓口 

24 年度

NPO へ

の実績 

備考 

1111    重点分野雇用創出

事業 

継続 都道府県に造成した基金を活

用し、介護、医療、農林、環境

等成長分野として期待される分

野における新たな雇用機会を

創出する。 

－ （21 年度

第 2 次補

正 予 算

（15,0000）

、22 年度

予 備 費

（10,0000）

、22 年度

補正予算

（10,0000）

、24 年度

予 備 費

80,000 の

内数） 

都 道 府 県

及 び 市 区

町 村 か ら

委 託 費 と

して支給 

委 託 主 体 ：

都道府県及

び市区町村 

 

委 託 先 ： 民

間 企 業 、 Ｎ

ＰＯ等 

各 都 道 府県 及

び市区町村よっ

て異なる。 

各都道府県及び

市区町村におい

て策定する個々

の事業計画ごとに

設定。 

都道府県

及び市区

町村担当

課 

年度終了

後に集計 

資料 1 頁 

 

2222    起業支援型地域雇

用創造事業 

新規 都道府県に造成した基金を活

用し、地域の産業・雇用振興施

策に沿った分野における新た

な雇用機会を創出する。 

－ （24 年度

補正予算

（ 100,000

の内数） 

都 道 府 県

及 び 市 区

町 村 か ら

委 託 費 と

して支給 

委 託 主 体 ：

都道府県及

び市区町村 

 

委 託 先 ： 民

間 企 業 、 Ｎ

ＰＯ等 

各 都 道 府県 及

び市区町村よっ

て異なる。 

各都道府県及び

市区町村におい

て策定する個々

の事業計画ごとに

設定。 

都道府県

及び市区

町村担当

課 

年度終了

後に集計 

資料 2 頁 

 

3333    雇用と福祉の連携

による地域に密着し

た就労支援の実施 

継続 障害者就業・生活支援センタ

ーが、障害者の職業生活にお

ける自立を図るため、雇用、保

険、福祉、教育等の地域の関

係機関と連携の下、障害者の

身近な地域において就業面及

び生活面における一体的な実

施を行う。 

○就業支援（委託費） 

１箇所当たり就業支援担当者 2

～6 名配置 

4,634 4,346 ○ 就 業 支

援 （ 委 託

費 ） ： １ 箇

所 当 た り

就 業 支 援

担 当 者 2

～ 6 名 配

置 

社会福祉法

人、特定非

営利活動法

人、一般社

団法人、一

般 財 団 法

人、医療法

人で、都度

府県知事が

指定した法

人 

平成 25 年 2 月

頃 

各都道府県知事

が実施法人を指

定し、各都道府県

が当該法人を厚

生労働省に推薦

する。 

厚生労働

省職業安

定 局 高

齢 ・ 障 害

者雇用対

策部障害

者雇用対

策課地域

就労支援

室 

TEL ：

03-5253

－ 1111

（ 内 線

5832） 

27 件 

302 百万

円 

資料 3 頁 

 

「24 年度 NPO へ

の実績」欄には、

平成 23 年度の

委 託 契 約 時 の

NPO法人への委

託件数及び委託

額を記載してい

る。 



 

4444    障害者就業・生活

支援センター事業 

（生活支援等事業） 

継続 就業に伴う日常生活面の支援

を必要とする障害者に対し、窓

口での相談や職場・家庭訪問

などによる生活面の支援などを

実施する。 

812  1,054  1/2 都 道 府 県

（ 都 道 府 県

知事が指定

した NPO 法

人等への委

託可） 

各都道府県によ

って異なる。 

各都道府県によっ

て異なる。 

各都道府

県担当課 

－ 資料 3 頁 

 

5555    社会福祉施設等施

設整備費補助金 

継続 「生活保護法」（昭和２５年法律

第１４４号）、「児童福祉法」（昭

和２２年法律第１６４号）、「障害

者自立支援法（平成１７年法律

第１２３号）」等の規定に基づ

き、社会福祉法人等が整備す

る施設整備に要する費用の一

部を補助する。 

6,100  5,200  1/2 都道府県、

指定都市、

中核市 

各 都 道 府県 及

び市区町村によ

って異なる。 

各都道府県及び

市区町村によって

異なる。 

各都道府

県及び市

区町村担

当課 

39 団体 

583 百万

円 

 

資料 4 頁 

 

6666    自殺防止対策事業 継続 自殺対策に取り組む民間ボラ

ンティア団体の活動に対し、財

政支援する。 

104 136 定額 厚生労働省 例年 12 月～1

月に公募 

各都道府県経由

で申請 

各都道府

県 （ 自 殺

対策担当

部署） 

9 団体 

32 百 万

円 

資料 5 頁 

 

7777    離職者等の再就職

に資する総合的な

職業能力開発プロ

グラムの推進 

継続 都道府県が行う公共職業訓練

（離職者に対する訓練）につい

て、公共職業能力開発施設で

行うほか、多様な人材ニーズに

機動的に対応するため、民間

教育訓練機関等への委託訓練

を実施する。 

(31，750 の

内数) 

 

(33,174 の

内数) 

委託費に

ついて

は、訓練コ

ース、期

間、受講

者数等に

よってそれ

ぞれ異な

る。 

※標準的

な委託単

価につい

ては、1 人

1 ヶ月当た

り約 6 万円 

委託先：専

修学校・各

種学校、大

学・大学院

事業主、

NPO 等 

実施主体：

都道府県 

各都道府県によ

って異なる。 

都道府県が実施

する委託先の募

集に応募する。 

都道府県

担当課 

― 資料 6 頁 



 

8888    障害者の態様に応

じた多様な委託訓

練の実施 

継続 民間教育訓練機関等多様な委

託 先 を 活 用 す るこ と に よ り 、

個々の障害者の態様に対応し

た委託訓練を実施する。 

（1,345 の内

数） 

(1,499 の

内数) 

委 託 費 に

つ い て

は、訓練コ

ー ス 、 期

間 、 受 講

者 数 等 に

よってそれ

ぞ れ 異 な

る。 

※ 標 準 的

な 委 託 単

価 に つ い

ては、1 人

1 ヶ月当た

り約 6 万円 

委 託 先 ： 企

業、社会福

祉法人、事

業 主 、 NPO

等 

実 施 主 体 ：

都道府県 

各都道府県によ

って異なる。 

都道府県が実施

する委託先の募

集に応募する。 

都道府県

担当課 

― 資料 7 頁 

9999    求職者支援制度 継続 民間教育訓練機関等を活用し

て、雇用保険を受給できない求

職者に対して、就職に必要な

技能と知識の向上を図る訓練

を実施する 

(68，024 の

内数) 

(147 ， 925

の内数) 

訓 練 の 受

講者 1 人

につき月５

万 ～ ７ 万

円 

実 施 機 関 ：

専 修 学 校 ・

各種学校、

大 学 ・ 大 学

院 、 事 業

主、NPO 等 

実 施 主 体 ：

都道府県労

働局、（独）

高齢・障害・

求職者雇用

支援機構 

原則として四半

期ごとに受け付

けている（時期

は都道府県によ

って異なる。）。 

（独）高齢・障害・

求職者雇用支援

機構都道府県セ

ン タ ー に 認 定 申

請書等を提出す

る。 

（ 独 ） 高

齢・障害・

求職者雇

用支援機

構都道府

県職業訓

練支援セ

ンター 

― 資料 8 頁 

10101010    地域若者サポートス

テーション事業 

継続 

（ 一

部新

規） 

ニート等の若者の職業的自立

を支援するため、地方自治体と

の協働により、各地域において

若者自立支援のための関係機

関のネットワークを構築の上、

キャリア・コンサルタント等による

専門相談、就職プログラム等の

総合的な支援を実施。 

また、学校との連携を構築し、

中退者、在学生支援を実施す

るとともに、新たに、合宿形式を

含む生活面のサポートと職場

実習を集中的に行う「若年無業

者等集中訓練プログラム事業」

を実施。 

（※１） 

 

1,956 （ 当

初予算） 

定額補助 民間団体 

 

平成 25 年 1 月

16 日～2 月 18

日 

地方公共団体の

推薦書を添付した

企画書を提出す

る。 

 

厚生労働

省職業能

力開発局

キ ャ リ ア

形成支援

室 

 

76 件 

1,312 百

万 円 （ ※

２） 

資料 9 頁 

 

（※１）平成 24 年

度補正予算で基

金に 60 億円積

み増し。 

 

(※２)実績は、委

託契約時の委託

件数、委託額。 



 

11111111    キャリア教育専門人

材養成事業 

継続 労働行政としてこれまで培って

きたキャリア・コンサルティング

の専門性を活かし、発達課題

に応じた実践的なキャリア教育

をサポート・推進する専門人材

を養成するための研修を実施 

25  14  委 託 費 の

上 限 額 内

で交付 

民間団体等 

 

平成 25 年2 月7

日～3 月 4 日 

企画書の提出 厚生労働

省職業能

力開発局

キ ャ リ ア

形成支援

室 

 

１件 

14 百 万

円（※） 

資料 10 頁 

 

(※)実績は委託

契約額 

 

12121212    乳児家庭全戸訪問

事業 

継続 生後４か月までの乳児のいるす

べての家庭を訪問し、子育て支

援に関する情報提供や養育環

境等の把握を行うなど、乳児の

いる家庭と地域社会をつなぐ最

初の機会とすることにより、乳児

家庭の孤立化を防ぐことを目的

とする。 

（安心こども

基 金 （ 平 成

24 年度一次

補正までの

積み立て額

684,200 ） の

内数） 

(30,700 の

内数) 

定額 

（ 1/2 相

当） 

市 区 町 村

（NPO 法人

等への委託

可） 

各市区町村によ

って異なる。 

各市区町村によっ

て異なる。 

各市区町

村担当課 

- 資料 11 頁 

 

NPO助成額につ

いては、自治体

に対し、他の事

業と一体的に交

付されることから

把握が困難であ

る。 

13131313    養育支援訪問事業 継続 養育支援が特に必要であると

判断される家庭に対して、保健

師・助産師・保育士等が居宅を

訪問し、養育に関する指導、助

言等を行う事業。 

（安心こども

基 金 （ 平 成

24 年度一次

補正までの

積み立て額

684,200 ） の

内数） 

(30,700 の

内数) 

定額 

（ 1/2 相

当） 

市 区 町 村

（NPO 法人

等への委託

可） 

各市区町村によ

って異なる。 

各市区町村によっ

て異なる。 

各市区町

村担当課 

- 資料 12 頁 

 

NPO助成額につ

いては、自治体

に対し、他の事

業と一体的に交

付されることから

把握が困難であ

る。 

14141414    地域子育て支援拠

点事業 

継続 地域において子育て支援拠点

を身近な場所に設置し、子育て

親子の交流促進や子育て等に

関する相談の実施等を行う。 

（安心こども

基 金 （ 平 成

24 年度一次

補正までの

積み立て額

684,200 ） の

内数） 

（ 30,700 ）

の内数 

1/2 市 区 町 村

（ＮＰＯ法人

等への委託

可） 

各市区町村によ

って異なる。 

各市区町村によっ

て異なる。 

各市区町

村担当課 

－ 資料 13 頁 

 

ＮＰＯ助成額に

ついては、自治

体に対し、他の

事業と一体的に

交付されることか

ら把握が困難で

ある。 

15151515    一時預かり事業(地

域密着型） 

継続 家庭において保育を受けること

が一時的に困難となった乳幼

児について、保育所その他の

場所において一時的に預かり、

必要な保護を行う。 

（安心こども

基 金 （ 平 成

24 年度一次

補正までの

積み立て額

684,200 ） の

内数） 

（30,700 の

内数） 

1/2 市 区 町 村

（ＮＰＯ法人

等への委託

可） 

各市区町村によ

って異なる。 

各市区町村によっ

て異なる。 

各市区町

村担当課 

－ 資料 14 頁 

 

ＮＰＯ助成額に

ついては、自治

体に対し、他の

事業と一体的に

交付されることか

ら把握が困難で

ある。 



16161616    地域保育・子育て

支援モデル事業 

継続 市町村内における地域的な需

給不均衡について、小規模か

つ多機能な保育事業を実施

し、地域の保育ニースにきめ細

かく対応する。 

（安心こども

基 金 （ 平 成

24 年度一次

補正までの

積み立て額

684,200 ） の

内数） 

（安心こど

も基金（平

成 23 年度

四次補正

ま で の 積

み 立 て 額

503,100 ）

の内数） 

 

定 額 （1/2

相当） 

市 区 町 村

（ＮＰＯ法人

等への委託

可） 

各市区町村によ

って異なる。 

各市区町村によっ

て異なる。 

各市区町

村担当課 

－ 資料 15 頁 

 

ＮＰＯ助成額に

ついては、自治

体に対し、他の

事業と一体的に

交付されることか

ら把握が困難で

ある。 

17171717    放課後児童健全育

成事業 

継続 児童館や学校の余裕教室、公

民館などに放課後児童クラブを

設置し、共働き家庭など留守家

庭のおおむね１０歳未満の児

童に対して、放課後に適切な

遊び、生活の場を与えて、その

健全育成を図る。 

（ 28,674 の

内数） 

（27,801 の

内数） 

1/3 市町村、社

会 福 祉 法

人、NPO 法

人等 

各市町村によっ

て異なる 

各市町村によって

異なる 

各市町村

担当者 

－ 資料 17 頁 

 

ＮＰＯ助成実績

については、自

治体に対し他の

事業と一体的に

交付されることか

ら把握が困難で

ある。 

18181818    子育て支援サービ

ス事業費等 

継続 民間企業や子育てＮＰＯ等が、

児童福祉法に規定する「放課

後児童健全育成事業」を実施

するための施設や、子育て親

子の交流・相談支援事業を行う

際に必要な整備費等を助成す

る。 

（ 225 の 内

数） 

（301 の内

数） 

定額 （ 財 ） こ ど も

未来財団 

各事業、開催時

期によって異な

る（（財）こども未

来財団の HP を

参照のこと） 

各 事 業、 開 催 時

期によって異なる

（（財）こども未来

財団の HP を参照

のこと） 

（財）こど

も未来財

団事業振

興 課

03-5510-

1832 

－ 資料 18 頁 

 

ＮＰＯ助成実績

に つ い て は 、

（財）こども未来

財団対し他の事

業と一体的に交

付されることから

把握が困難であ

る。 

19191919    ボランティア育成支

援等事業費 

継続 子育てサークルリーダーや子

育てＮＰＯ指導者等の育成と資

質の向上を図るための研修等

を開催し、地域における多様な

子育て支援活動の展開を図

る。 

（82 の内数） （130 の内

数） 

定額 （ 財 ） こ ど も

未来財団 

各事業、開催時

期によって異な

る（（財）こども未

来財団の HP を

参照のこと） 

各 事 業、 開 催 時

期によって異なる

（（財）こども未来

財団の HP を参照

のこと） 

（財）こど

も未来財

団研修調

査 課

03-5510-

1832 

－ 資料 19 頁 

 

ＮＰＯ助成実績

に つ い て は 、

（財）こども未来

財団対し他の事

業と一体的に交

付されることから

把握が困難であ

る。 



 

20202020    がん検診従事者研

修事業 

継続 見落としの少ない、精度の高い

乳がん検診を実施するため、

乳がん検診に必要なマンモグ

ラフィ機器の読影医師・撮影技

師に対する研修を実施。 

(31 の内数) (39 の 内

数) 

1/2 都道府県、

公益法人、

ＮＰＯ法人 

平成 24 年度末

～25 年度当初

に 都 道 府 県 を

通じて実施計画

書 の 提 出 を 依

頼 

実施計画書を平

成 25 年 6 月頃ま

でに国に提出 

厚生労働

省健康局

が ん 対

策 ・ 健 康

増進課 

03-5253-

1111 （ 内

線 4604） 

1 件 

2 百万円 

資料 20 頁 

 

24 年度ＮＰＯへ

の 実 績 の 欄 に

は、平成 24 年度

補助金交付決定

件数及び交付決

定額を記載して

いる。 

21212121    がん臨床試験基盤

整備事業 

継続 臨床研究コーディネーターや

データマネージャーを雇用し、

質の高い研究者主導臨床試験

の実施基盤の整備・強化を行

う。 

 

100 150 定額 

(10/10) 

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人

等 

平成 25 年 3 月

以降公募予定 

公募により事業計

画書の提出を求

める 

厚生労働

省健康局

が ん 対

策 ・ 健 康

増進課 

03-5253-

1111 （ 内

線 4604） 

5 件 

150 百万

円 

資料 21 頁 

 

24 年度ＮＰＯへ

の 実 績 の 欄 に

は、平成 24 年度

補助金交付決定

件数及び交付決

定額を記載して

いる。 

22222222    HIV 感染者等のＮ

ＧＯ等への支援事

業 

継続 ＨＩＶ感染者等で構成されるＮＰ

Ｏ等による活動を支援し、効果

的で当事者性のあるＨＩＶ感染

予防の普及啓発や患者支援を

図る。 

（ 139 の 内

数） 

（153 の内

数） 

定額 

(10/10) 

公益法人、

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人

等 

平成 25 年 3 月

12 日企画書提

出期限 

公募により企画書

の提出 

厚生労働

省健康局

疾病対策

課 

03-5253-

1111 （ 内

線 2358） 

4 件 資料 22 頁 

 

公益法人、NPO

法人等を対象に

企画競争を実施 

23232323    地域の健康増進活

動支援事業 

名称

変更 

地域において健康づくりに取り

組む公益法人・ＮＰＯ法人等の

活動を支援することにより、社

会全体が相互に支え合いなが

ら、国民の健康を守る環境を整

備する。 

（80 の内数） （ 90 の 内

数） 

定額 

(10/10) 

公益法人、

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人

等 

平成 25 年 3 月

頃 

公募により事業計

画書の提出 

健康局が

ん 対 策 ・

健康増進

課 

03-5253-

1111 （ 内

線 2396） 

実績無し 資料 23 頁 

 

昨年度まで実施

してきた「実践的

な予防活動支援

事業」の名称を

今年度より変更 



 

24242424    地域介護・福祉空

間整備等施設整備

交付金 

継続 施設内保育施設の整備、市町

村における先進的な取り組み

等に対する支援を行う。 

（4,015 の内

数） 

（4,406 の

内数） 

定 額

（10/10） 

市区町村 25 年度（当初）

分について、25

年 3 月末までに

提出。（予定） 

管轄する都道府

県 を 経 由 し 、 国

（各地方厚生局）

に提出。 

各市区町

村担当課 

－ 資料 24 頁 

 

当該交付金は、

市区町村の策定

する市町村整備

計画に対して交

付するものであ

り、市区町村から

ＮＰＯへ助成を

行う場合がある。 

市区町村によっ

てＮＰＯへの委

託状況が異なる

ため、実績把握

は困難。 

25252525    地域介護・福祉空

間整備推進交付金 

継続 地域における介護サービス基

盤の実効的な整備を図るため

に必要な設備やシステムに要

する経費などに対し、助成を行

う。 

（1,110 の内

数） 

（1,310 の

内数） 

定 額

（10/10） 

市区町村 25 年度（当初）

分について、25

年 3 月末までに

提出。（予定） 

管轄する都道府

県 を 経 由 し 、 国

（各地方厚生局）

に提出。 

各市区町

村担当課 

－ 資料 25 頁 

 

当該交付金は、

市区町村の策定

する市町村整備

計画に対して交

付するものであ

り、市区町村から

ＮＰＯへ助成を

行う場合がある。 

市区町村によっ

てＮＰＯへの委

託状況が異なる

ため、実績把握

は困難。 

26262626    地域支援事業交付

金 

継続 要支援・要介護状態になる前

から介護予防サービスを提供

し、効果的な介護予防システム

を確立するとともに、地域の総

合相談、権利擁護事業等を行

う地域支援事業に対し交付金

を交付する。 

①介護予防事業又は介護予

防・日常生活支援総合事業 

②包括的支援事業・任意事業 

(62,335の内

数) 

(64,170 の

内数) 

① 国

25/100 

都道府県 

12.5/100 

市町村 

12.5/100 

② 

国

39.5/100 

都道府県 

19.75/100

、市町村 

19.75/100 

市区町村 各市町村によっ

て異なる。 

各市町村によって

異なる。 

各市町村

担当課 

－ 資料 26 頁 

 

実施主体は市町

村であるが、事

業 を ＮＰ Ｏに 委

託している場合

がある。 

市町村によって

ＮＰＯへの委託

状況が異なるた

め、実績把握は

困難。 



27272727    樺太等残留邦人集

団一時帰国事業 

継続 樺太等残留邦人に対する一時

帰国の援助を行うとともに、樺

太等残留邦人の永住帰国に関

する意向及び永住帰国時期の

調査等を行い、帰国希望者が

円滑に帰国できるよう支援する

もの。 

(39 の内数) (38 の 内

数) 

委 託 費 の

上 限 額 内

で交付 

民間団体等 平成 24 年 12 月

12 日公示 

公募により意思表

示を求める（公募

内容等の条件を

満たす参加者が

複数の場合は企

画競争を実施） 

厚生労働

省 社 会 ・

援護局援

護企画課

中国残留

邦人等支

援室 

03-5253-

1111 （ 内

線 3465） 

１件 

38 百 万

円 

資料 27 頁 

 

「24 年度 NPO へ

の実績」欄には、

平成 24 年度委

託契約時の委託

件数及び委託額

を記載している。 

28282828    中国残留邦人等地

域生活支援事業 

継続 地方自治体が実施主体となり、

中国残留邦人等が地域におい

て生き生きと暮らすことができる

よう、地域における多様な施設

や活動等をネットワーク化し、

身近な地域での日本語教育支

援事業等の地域支援を促進す

る事業。 

(25,000の内

数） 

(23,724 の

内数) 

10/10 都道府県及

び市区町村

（ 必 要 に 応

じて民間団

体等に委託

可） 

各都道府県、市

区町村によって

異なる。 

各 都 道 府県 、 市

区町村によって異

なる。 

厚生労働

省 社 会 ・

援護局援

護企画課

中国残留

邦人等支

援室 

03-5253-

1111 （ 内

線 3463） 

－ 資料 28 頁 

 

実施主体は都道

府県及び市区町

村であるが、一

部では、事業を

ＮＰＯ法人等へ

委託している。 

自治体によって

ＮＰＯ法人等へ

の委託状況が異

なる。 

29292929    地域生活支援推進

事業 

継続 全国７ヶ所に設置している中国

帰国者支援・交流センターで、

より一層、地域に定着した中国

残留邦人等への支援が行われ

るよう、地域で活動するＮＰＯ法

人等との連携を推進し、活動を

援助する。 

（8 の内数） （ 8 の 内

数） 

委 託 費 の

上 限 額 内

で交付 

民間団体等 各 中 国 帰国 者

支援・交流セン

ターによって異

なる。 

中国帰国者支援・

交流センターが実

施主体を選定 

厚生労働

省 社 会 ・

援護局援

護企画課

中国残留

邦人等支

援室 

03-5253-

1111 （ 内

線 3463） 

９件 

126 万円 

(平成 25

年１月時

点） 

資料 29 頁 

 

センターによって

ＮＰＯ法人等へ

の委託状況が異

なる。 

30303030    海外未送還遺骨情

報収集事業 

継続 海外に残存する日本人戦没者

の遺骨の情報について、日本

国内及び現地において情報を

収集し、遺骨情報に基づいた

調査を行う。 

(130の内数) (123 の内

数) 

委 託 費 の

上 限 額 内

で交付 

民間団体等 事 業 実 施地 域

に よ っ て 異 な

る。 

企画競争による企

画提案書の提出 

厚生労働

省 社 会 ・

援護局援

護企画課

外 事 室

03-5253-

1111 （ 内

線 3478） 

１件 

13 百 万

円 

資料 30 頁 

 

「24 年度ＮＰＯへ

の実績」欄には、

25 年２月末現在

の実績を記載し

ている。 



 

31313131    遺骨帰還等派遣費

補助事業 

継続 海外等で戦没した日本人の遺

骨帰還等に民間協力者が参加

する際の旅費を補助する。ま

た、民間団体等が行う慰霊友

好親善事業に対し補助を行う。 

(365の内数) (365 の内

数) 

遺 骨 帰 還

等 事 業

（10/10） 

 

慰 霊 巡 拝

事 業

（1/3） 

 

慰 霊 友 好

親 善 事 業

（定額） 

遺族及び戦

友団体、民

間団体等 

平成 25 年 2 月

22 日公示 

公募による事業計

画書の提出 

厚生労働

省 社 会 ・

援護局援

護企画課

外 事 室

03-5253-

1111 （ 内

線 4510） 

２件 

18 百 万

円 

資料 31 頁 

 

「24 年度ＮＰＯへ

の実績」欄には、

平成 25 年２月末

現在の交付決定

件数及び交付決

定額を記載して

いる。 

32323232    ひきこもり対策推進

事業 

継続 ひきこもり本人や家族等からの

相談等の支援を行う「ひきこもり

地域支援センター」を整備し、

また、ひきこもりサポーターを養

成・派遣することで、地域にお

けるひきこもり対策の総合的な

支援体制を確保する取組を推

進し、ひきこもり本人の自立の

推進、本人及び家族等の福祉

の増進を図る。 

（ 25,000 の

内数） 

（23,700 の

内数） 

定額 

(1/2) 

都道府県、

指定都市、

市 町 村 （ 市

町村はひき

こもりサポー

ター派遣事

業に限り） 

各都道府県、指

定都市、市町村

に よ っ て 異 な

る。 

各 都 道 府県 、 指

定都市によって異

なる。 

各都道府

県、指定

都市、市

町村担当

課 

－ 資料 32 頁 

 

実施主体は左記

の通りであるが、

事業をNPOに委

託している場合

がある。 

実施主体によっ

て NPO への委

託状況が異なる

ため、実態把握

は困難 

33333333    地域生活定着促進

事業 

継続 高齢又は障害により、福祉的な

支援を必要とする矯正施設退

所者の社会復帰を支援するた

め、「地域生活定着支援センタ

ー」を整備し、福祉サービスに

つなげるための準備を各都道

府県の保護観察所と協働して

進める。 

（ 25,000 の

内数） 

（23,700 の

内数） 

定額 

(10/10) 

都道府県 各都道府県によ

って異なる。 

各都道府県によっ

て異なる。 

各都道府

県担当課 

－ 資料 33 頁 

 

実施主体は左記

の通りであるが、

事業をNPOに委

託している場合

がある。 

実施主体によっ

て NPO への委

託状況が異なる

ため、実態把握

は困難 

34343434    子どもの健全育成

支援事業 

継続 子どものいる生活保護世帯の

自立支援のために、①子どもや

その親が日常的な生活習慣を

身につけるための支援、②子ど

もの進学に関する支援、③引き

こもりや不登校の子どもに関す

る支援、等を行う。 

(5,000 の内

数) 

(23,700 の

内数) 

10/10 都道府県及

び 市 （ 特 別

区及び福祉

事務所を設

置する町村

を含む。） 

※ Ｎ Ｐ Ｏ 法

人等への委

託可 

実施主体によっ

て異なる。 

実施主体によって

異なる。 

実施主体

における

生活保護

担当課 

- 資料 34 頁 

 

実施方法につい

ては、実施主体

が実施しやすい

ように、自治体の

判断にまかせて

いるため、把握し

ていない。 



35353535    就労意欲喚起等支

援事業 

継続 就労意欲や生活能力・就労能

力が低いなどの就労に向けた

課題をより多く抱える被保護者

に対して、就労意欲の喚起を

図るための支援を行う。 

※ ※ 10/10 都道府県及

び 市 （ 特 別

区及び福祉

事務所を設

置する町村

を含む。） 

※ Ｎ Ｐ Ｏ 法

人等への委

託可 

実施主体によっ

て異なる。 

実施主体によって

異なる。 

実施主体

における

生活保護

担当課 

- 資料 36 頁 

 

※各都道府県に

造成されている

基 金 に よ り 、 25

年度まで事業を

実施。 

 

実施方法につい

ては、実施主体

が実施しやすい

ように、自治体の

判断にまかせて

いるため、把握し

ていない。 

36363636    被保護者の社会的

な居場所づくり支援

事業 

継続 被保護者の自立支援を推進す

るために、「新しい公共」と言わ

れる企業、NPO、市民等と行政

との協働により、被保護者の社

会的自立を支援する取組の推

進を図る。 

(5,000 の内

数) 

(23,700 の

内数) 

10/10 都道府県及

び 市 （ 特 別

区及び福祉

事務所を設

置する町村

を含む。） 

※ Ｎ Ｐ Ｏ 法

人等への委

託可 

実施主体によっ

て異なる。 

実施主体によって

異なる。 

実施主体

における

生活保護

担当課 

- 資料 37 頁 

 

実施方法につい

ては、実施主体

が実施しやすい

ように、自治体の

判断にまかせて

いるため、把握し

ていない。 

37373737    日常・社会生活及

び就労自立総合支

援事業 

名称

変更 

生活保護受給者等のうち、通

常の就労支援では直ちに就職

には結びつきにくい方を対象

に、基本的な日常生活習慣の

改善支援、就職に結びつきや

すい基礎技能などの習得支

援、個別求人開拓等の取組を

総合的に実施 

(5,000 の内

数) 

(23,700 の

内数) 

10/10 都道府県及

び 市 （ 特 別

区及び福祉

事務所を設

置する町村

を含む。） 

※ Ｎ Ｐ Ｏ 法

人等への委

託可 

実施主体によっ

て異なる。 

実施主体によって

異なる。 

実施主体

における

生活保護

担当課 

- 資料 38 頁 

 

「福祉事務所等

におけるトランポ

リン機能の強化

（仮称）」から名

称変更。 

 

実施方法につい

ては、実施主体

が実施しやすい

ように、自治体の

判断にまかせて

いるため、把握し

ていない。 



 

38383838    居住の安定確保支

援事業（仮称） 

新規 賃貸住宅等への入居希望者や

入居者を対象に、家賃の代理

納付の活用等の入居に関する

支援や見守り等の日常生活支

援を実施する事業 

(5,000 の内

数) 

－ 10/10 都道府県及

び 市 （ 特 別

区及び福祉

事務所を設

置する町村

を含む。） 

※ Ｎ Ｐ Ｏ 法

人等への委

託可 

実施主体によっ

て異なる。 

実施主体によって

異なる。 

実施主体

における

生活保護

担当課 

- 資料 39 頁 

 

 

39393939    地域福祉等推進特

別支援事業 

継続 地域社会における今日的課題

の解決を目指す先駆的・試行

的な取組に対して支援を行う。 

（ 25,000 の

内数） 

（23,700 の

内数） 

・国 1/2、

都 道 府 県

（ 指 定 都

市 、 市 区

町村）1/2 

・国 10/10 

・各自治体 

・ 各 自 治 体

が事業実施

にあたり、適

当 と 認 め る

団体（ＮＰＯ

法人等） 

・ 国 が 公 募

す る も の に

つ い て は 、

採択された

法人（ＮＰＯ

法人等） 

 

・各自治体によ

って異なる。 

・国が公募する

ものについては

時期未定。 

・各自治体によっ

て異なる。 

・国が公募するも

のについては事

業計画書等を国

に提出。 

・ 各 自 治

体地域福

祉担当課 

・ 国 が 公

募 を 行 う

ものにつ

い て は 、

厚生労働

省 社 会 ・

援護局地

域福祉課

予算係 

03-5253-

1111 

（ 内 線

2857） 

19 件 

2.5 億円 

資料 40 頁 

 

ＮＰＯへの実績

については国か

ら直接、ＮＰＯ法

人に行ったもの

であり、自治体が

交付決定を行っ

たものについて

は把握が困難。 

40404040    安心生活創造事業 統廃

合 

一人暮らし世帯等への見守り

及び買い物支援を行うことによ

り、一人暮らし世帯等が地域で

安心して暮らせるための支援を

行う。 

－ （23,700 の

内数） 

国 定 額

（10/10 相

当） 

市町村 市町村によって

異なる 

市町村によって異

なる 

各市町村

の地域福

祉担当課 

－ 資料 41 頁 

 

ＮＰＯへの実績

については、実

施主体によって

方法が異なるた

め把握は困難。 

41414141    社会的包摂・「絆」

再生事業 

（ ホ ー ム レ ス 等 貧

困・困窮者の「絆」

再生事業分） 

継続 ホームレス又はホームレスとな

ることを余儀なくされるおそれの

ある者に対して、巡回相談、宿

所の提供、生活指導等に係る

事業を地域の実情に応じて一

体的に行うことにより、これらの

者が地域社会で自立し、安定

した生活を営めるよう支援を行

う。 

－ (12,000 の

内数) 

〔予備費〕 

国 10/10 都道府県又

は市区町村

（ 一 部 事 業

は都道府県

知事が適当

と 認 め る 団

体も含む） 

各自治体によっ

て異なる。 

各自治体によって

異なる。 

各自治体

の福祉担

当課 

－ 資料 42 頁 

 

ＮＰＯへの実績

については、実

施主体によって

方法が異なるた

め把握は困難。 



 

合計  

(内数事業を除く) 

― ― 11,775 

(増減額) 

- 

(増減率％) 

- 

12,856 ― ― ― ― ― ― ― 

 






















































































